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【陳情趣旨】
（１）学童保育の施策について

2015年度から本格施行を迎える｢子とも･子育て支援新制度｣では､学童保育（放課後児童クラ

ブ）については、対象児童は6年生までに拡大し、国が策定する省令にもとづいて指導員の資格

や人員配置等について市町村が条例化を図ります。同時に市町村は、新制度にかかわる諸施策に

ついて「子ども・子育て支援事業計画」を策定することになります。

埼玉県は1973年に単独事業として「常勤の指導員2名を配置する人件費補助制度」を誕生さ

せ､市町村の学童保育づくりを奨励し予算的にも支えてきました。また2004年３月、全国に先

駆けて県内の学童保育のあるべき姿を提示した「放課後児童クラブ運営基準」（「運営基準」）を

策定しました。これは県内のみならず日本の学童保育施策前進に大きく寄与したと評価します。

「新制度」スタートを前にして、県内すべての学童保育を保障していく最低基準（「埼玉県放

課後児童クラブ最低基準」）を明らかにし、それに伴う財政予算化や、市町村の条例づくりへの

支援を進めていくことが必要だと考えました。そこで私たちは、「私たちが求める埼玉県の放課

後児童クラブの最低基準（案）」を提案します。

これを参考に、「運営基準」を発展させて各市町村の条例化や「事業計画」づくりを指導する

よう要望します。併せて、「埼玉県最低基準」を実現するために必要な予算措置をしっかり実現

していくことを求めます。

（２）障害児の放課後に関わる施策について

障害児学童保育（特別支援学校放課後児童対策事業）は、障害のある学齢期（小学～高校）

の子どもたちを対象にした、県単独の学童保育施策です。その中で、2012年４月から、国の

制度として学齢児の放課後及び長期休暇中の放課後対策である「放課後等デイサービス」がス

タートしました。埼玉にとっては、現在の制度との整合性が問題となります。

私たちは、移行するにしてもしないにしても、これまで障害児学童保育が子どもたちの生活の中

で大事にしてきたことは何かを明らかにする

ことが重要であると考えます。

私たちは、程度の違いはあっても、障害を持つ子どもたちの放課後生活が豊かにつくられるこ

とを心より臨んでいます。

以上の趣旨をご理解いただき、2014年度県予算編成において下記の諸事項を実現していた

だきますようお願い申しあげます。
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【陳情内容】

１．埼玉県として「埼玉県放課後児童クラブ運営基準」を発展させて「埼玉県放課後児童クラブ

最低基準」を定め、各市町村の条例化や「事業計画」づくりを指導して下さい。

特に以下の項目については、市町村の条例と「事業計画」に盛り込まれる様にして下さい。

①学童保育（放課後児童クラブ）と放課後子ども教室の役割の違いを踏まえ、それぞれを
しっかり発展させること。

②一人あたりの保育面積として設備部分を除いて1.65㎡以上であること。1クラブの児童
数は、30人以下をめざしつつ、当面40人以下とすること。

③指導員は、専任かつ常勤の指導員を、常時、複数で配置すること。常勤指導員の資格は
保育士、教員資格者または「埼玉県放課後児童指導員」の認証者とすること。常勤指導
員の給与体系は月給とし、県職短大卒初任給を最低賃金とすること。

④障害児の入所の促進と指導員加配基準の改善を図ること。
⑤事業運営への保護者の参画を保障すること。
⑥公立又は委託事業としての市町村の責任を明記すること。

２．国から市町村への直接補助となっても、従来の県単独補助金は維持・拡充を進めて下さい。

「埼玉県最低基準」を実現するために必要な予算措置をしっかり実現して下さい。

３．埼玉県として、指導員の資格付与と資質向上とのための研修体系づくりを、埼玉県学童保育

連絡協議会と共同で進めて下さい。

４．特別支援学校の放課後対策事業について、障害児学童保育事業（特別支援学校放課児童対策

事業）を活用するクラブへの補助を継続して下さい。新事業「放課後等デイサービス」へ移行

を希望するクラブについては、確実に移行できるように支援して下さい。
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